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１ 国の動向
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（１）一般財源収入の推移

※R元～R3年度は決算額、R4年度は決算見込額、R5年度は当初予算額。

※その他は、「地方消費税清算金」「地方特例交付金」「交通安全対策特別交付金」「減収補てん債」。

※それぞれの金額を四捨五入しているため、各表の合計等が合わない場合があります。（以下同）

※ R３年度には、国税収入増等に伴い追加交付された普通交付税（199億円）、後年度に精算が必要となる普通交付税

（166億円）を含む。

※ R４年度には、普通交付税の追加交付分（36億円）、後年度精算分（80億円）を含む。

（年度）

億円

5,331
5,484

5,891
5,725

6,181

• 一般財源収入は、近年、県税、地方交付税の増加等により増加傾向。

• 令和３年度は国税収入の増収に伴う普通交付税の追加交付等により増加。

（２）財政調整のための基金残高の推移

億円

• 財政調整のための基金残高は増加傾向。

• 令和５年度当初予算編成後時点の残高は５０億円で、全国順位は多い方から

３９番目にとどまっている。

（年度）

２ 本県の財政状況

【普通交付税の精算制度】

普通交付税の算定において、法人事業税等の算定額が実際の税収と比較して算定過大となった場合、後年度、３か年にわたり、普通交付税の減額（算定過少の場合は減収補てん債の発行）により精算される。 ３

当初予算編成後９月末までに積み上がった残高

（39位）

※各年度９月末時点の残高（普通交付税の後年度精算分等を除く額）
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①経常収支比率 ②実質公債費比率

（22位）

（37位）

（35位）

（35位）

（18位）

（32位）

【経常収支比率】

県税、普通交付税など、毎年度経常的に収入されるもので、地方公共団体が自由に使える財源のうち、人件費、扶

助費、公債費など毎年度経常的に支出される経費に充てられた財源の占める割合のことで、率が高いほど財政の弾

力性が低いことを示す。

※R4は速報値であり、今後数値が変動する場合があります。

※（ ）内は、数値が低い方から数えた全国順位。

※R4は速報値であり、今後数値が変動する場合があります。

※（ ）内は、数値が低い方から数えた全国順位。

（年度）（年度）

• これまでの財政健全化の取組の成果等により、経常収支比率は全国中位を維持、実質公債費比率は改善傾向。

• 令和４年度の経常収支比率は、算定の分母である経常一般財源等総額が令和３年度と比較して大幅に減少したことにより悪化。

（令和３年度は、特殊要因として、国税収入増に伴う普通交付税の追加交付等があったため、経常収支比率が大きく改善）

（３）主な財政指標の推移

２ 本県の財政状況

【実質公債費比率】

地方公共団体の標準財政規模（標準税収入額に普通交付税等を加えたもの）に対して、公債費（普通交付税で措置

されるものを除く）に充てられたものが占める割合のことで、当該年度の公債費負担の大きさを示す。

％ ％
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 R5 当初予算 R6 見込 

一

般

財

源 

県税＋地方譲与税＋地方交付税＋
臨時財政対策債等 

５，７２５ ５，７７６ 

財政調整のための基金の取り崩し ２５８ １４８ 

退職手当基金の取り崩し ０ ４５ 

行政改革推進債 ０ ０ 

宝くじ収入等 ４１ ３８ 

小計 ６，０２５ ６，００８ 

特

定

財

源 

国庫支出金 １，２９５ ８６８ 

県債 ６９０ ６９０ 

その他 ３６２ ３６２ 

計 ８，３７１ ７，９２８ 

 
※１ R5年度当初予算に「令和６年度 地方財政収支の仮試算」の伸び率を加味して試算。
※２ R6年度は定年退職者が生じる年であることから、R5年度当初予算で定年引上げに備えて積み立てた退職手当基金

を取り崩す見込み。
※３ 特定財源は、R5年度当初予算同額で仮置き。（R5年度当初予算の国庫支出金には新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金等を含む。）
（備考）
・その他：諸収入、財産収入、分担金・負担金、使用料・手数料、繰入金（財政調整のための基金繰入金を除く）など

※１

※２

※３

※所要額で要求できる事業も含め、全ての事業において、必要性・緊要性等を十分検証し、精査する。
（備考）
・繰出金等とは、特別会計、企業会計等への繰出金等
・一般経費Ⅰとは、経常的なソフト事業など裁量的な政策経費のうち、どこの区分にも属さないもの。
・一般経費Ⅱとは、高額備品の年間リース料、船舶の定期検査など経常的かつ大規模な経費
・個別検討項目とは、私学振興補助金、商工会議所等への人件費支援、高等学校運営費等
・大規模臨時的経費とは、施設の改築・大規模改修、システム開発など大規模かつ臨時的な経費

３ 令和６年度当初予算要求基準等

（１）歳入の見込（現時点） （２）令和６年度当初予算要求基準（単位：億円） （単位：億円）
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 R5 当初予算 R6 要求基準 

人件費 ２，０２０ 所要額 

 退職手当基金の積み立て ４５ － 

公債費 １，１３０  

 

所要額 

社会保障関係経費 １，１９９    

税収関連交付金等 １，３７３ 

繰出金等  １５０ 

庁舎管理経費等    １６５ 

小計 ６，０８３ － 

裁
量
的
な
政
策
経
費 

重点施策枠 １１ 所要額 

一般経費（非公共） 

 

 

 

 

 

 

   ３４０ 

 

 

 

 

 

要求上限額（シーリング）の範囲内で要求   

 

公共事業 

 

 

 

 

９１２ 

 

 

 

 

要求上限額（シーリング）の範囲内で要求  
  

 

個別検討項目 １５１ 

所要額 
大規模臨時的経費 ２４５ 

新型コロナウイルス感染症等対策枠 ６３０ － 

県民提案枠 ０．４ 別に定める 

小計 ２，２８８ － 

計  ８，３７１  

 

所要額で要求できる事業

も含め、全ての事業にお

いて、必要性・緊要性等

を十分検証し、これまで

以上に徹底した見直しや

精査を実施 

公共事業の要求上限額：R5 予算額×100％  ※２ 
※２ 資材価格等の高騰をふまえた対応については、国の予算・地方財政計画をふまえ、予算

調製過程において決定する。 

一般経費の要求上限額 
Ⅰ：R5 一般経費Ⅰ予算額× 90％としたうえで、最大 1.3 倍まで要求を認める。 ※１ 
Ⅱ：R5 一般経費Ⅱ予算額×100％  

※１ 子どもの育ちや子育ての支援に資する取組、観光振興の取組及び県民のいのちを守る取
組については、所要額要求することができる。 

５


